
防犯カメラ設置箇所数 22年度

方 向 性

0 千円

事業の目標

従事人員

0.0人0 千円

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

0.0人0 千円

事業目的

0 千円

0 千円

H20

(278 千円)

従事人員

0.0人 13,922 千円

従事人員 従事人員

平成22年度当初予算額

(9,000 千円)

9,000 千円

従事人員

地域安全まちづくり事業の推進施策名

事業名

21年度
見込み

平成21年度当初予算額

(0 千円)

区 分

0.0人

防犯カメラを県内50箇所に設置

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

まちづくり防犯グループの活動をハード面で支える防犯環境の高度化を図り、地域安全まちづく
り活動の一層の活性化を図る。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

有 効 性

効 率 性

目標の達成度
を示す指標

(0 千円)

指標名
20年度
実績

目 標

目標値 年度
50箇所

(0 千円)

0 千円

・設置に係る経費の一部を県が負担する。
・それ以外の経費（維持管理経費等）は市町又は防犯グループが負担することとし、適
正化を図っている。

22年度
目標

達成率（％）

H21 H22

50箇所

防犯カメラ設置補助事業

平成20年度決算額

(0 千円)

まちづくり防犯グループの活動をより一層効果的なものとするため、その活動をハード面
で支える防犯環境の高度化を図る。

所管部局課名

[目標設定理由]
各県民局管内に概ね５箇所設置

担当者電話番号

企画県民部県民文化局地域安全課

安全推進係 078-362-3225

従事人員

事業開始年度平成22年度

0.6人

4,922 千円 0.6人

100

・刑法犯認知件数は平成に入って最小であった平成７年に比べると約1.4倍と依然高水準
にある中、まちづくり防犯グループによる地域安全まちづくり活動をハード面で支える
防犯環境の高度化を図り、地域安全まちづくり活動の活性化と定着させていくことが必
要である。

・防犯カメラ設置経費の一部を助成することにより地域安全まちづくり活動が活性化さ
れ、他の防犯グループに対する新たな誘因となるため、有効性は高い。

・防犯カメラ設置経費の一部を助成するとともに、設置による効果や他の手段による設
置運用について広く訴えかけることにより、防犯グループの活動を継続的に活性化する
ことができるため、効率的である。

・県は、設置に係る経費の一部を負担し、市町は、管理運用や維持管理経費負担を防犯
グループと調整して行うことで役割分担を図っている。

新規 拡充

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

事業内容 防犯カメラを設置する経費の一部を補助


